
 

 

平成 30年度８月定例記者会見 次第 

日時：8月 27日（月）15時 00分～ 

会場：糸島市役所 庁議室 

 

【出席者】 

〔伊都国記者会〕朝日新聞、糸島新聞、西日本新聞、毎日新聞、読売新聞 

ＮＨＫ福岡放送局 

〔糸島市〕   市長、副市長、教育長 

  関係部    総務部、企画部、教育部 

  関係課    総務課、財政課、地域振興課、生涯学習課 

 

 

１ 市長あいさつ 

 

２ ９月のイベント                    ●イベント情報 

 

３ 案件 

（１）平成 30年糸島市議会９月定例会提出議案について 

（総務課） ●資料 1 

（２）平成 30年度９月補正予算の概要について 

（財政課） ●資料 2 

（３）平成 29年度決算見込みの概要について 

（財政課） ●資料 3 

（４）平成 30年 10月バスダイヤ改正及びバス路線の一部変更について 

（地域振興課） ●資料 4 

（５）いとしまハテナ博～さわれる「いとしま学」～ 

（生涯学習課） ●資料 5 

 

４ 市長短信                         ●短信資料 

 

 

５ 懇談・その他 

 

 

   ■次回定例記者会見の開催日時（予定） 

日時：9月 28日（金）15時 00分～ 

場所：糸島市役所 庁議室 
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平成３０年糸島市議会９月定例会提出議案について 

 
☆ ９月３日から開会予定の糸島市議会９月定例会に付議する議案を、本日送付いたしまし
た。 

☆ 案件といたしましては、諮問第８号「人権擁護委員の候補者の推薦について」から議案第

９０号「平成２９年度下水道事業会計決算の認定について」までの３６議案のほか、報告  

２０件を提案させていただくこととしております。 
 

※提出議案 ３６件 

◇ 人事案件〔５件〕      人権擁護委員の候補者の推薦について（５件） 
 

◇  専決処分議案 〔１件〕    専決処分について（平成３０年度糸島市一般会計補正予算（第
３号）） 

 

◇ 条例議案〔７件〕   【新規制定条例１件】 
              糸島市遅延損害金徴収条例について 

                          【全部改正条例１件】 
              糸島市体育施設条例について 

【一部改正条例５件】 

糸島市証人等の実費弁償に関する条例の一部を改正する条例 
について 

糸島市法定外公共物管理条例等の一部を改正する条例につい 
て 
糸島市地区計画の区域内における建築物の制限に関する条例 
の一部を改正する条例について 
糸島市営住宅条例の一部を改正する条例について 

糸島市水道事業及び下水道事業の設置等に関する条例の一部 
を改正する条例について 

 
◇ その他の議案〔６件〕  財産の取得について（３件） 

 橋梁架替工事による建物等の被害に係る損害賠償及び和解に 

ついて 

市道路線の廃止について 

市道路線の認定について 

 

   ◇ 補正予算〔７件〕    平成３０年度糸島市一般会計補正予算（第４号） 

                               平成３０年度糸島市国民健康保険事業特別会計補正予算（第１ 

号） 
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平成３０年度糸島市介護保険事業特別会計補正予算（第１号） 

平成３０年度糸島市後期高齢者医療特別会計補正予算（第１ 

号） 

平成３０年度糸島市渡船事業特別会計補正予算（第１号） 

平成３０年度糸島市水道事業会計補正予算（第１号） 

平成３０年度糸島市下水道事業会計補正予算（第１号） 

 

 ◇ 平成２９年度決算認定〔１０件〕 
 
※報告 ２０件 

◇ 平成２９年度糸島市継続費精算報告書について 
◇ 平成２９年度決算に基づく糸島市財政健全化判断比率及び資金不足比率について 
◇ 議会の委任による専決処分について（市が管理する横断側溝による車両事故の損害賠償

及び和解） 
◇ 議会の委任による専決処分について（橋梁架替工事による建物等の被害に係る損害賠償

及び和解）（１７件） 
 

 
☆ 議案の内容といたしましては、 
●人事案件（５件） 
【総務課、人権・男女共同参画推進課】 
諮問第８号～第１２号 人権擁護委員の候補者の推薦について 
 ※ 委員の任期満了に伴い、人権擁護委員法第６条第３項の規定により、市長が法務大臣

に人権擁護委員の候補者を推薦するに当たり、議会の意見を求めるもの。 
任期 平成３１年１月１日から３年間 
・戸髙 健（とだか たけし、波多江校区、新任） 
・下河 國重（しもかわ くにしげ、東風校区、再任） 
・清水 星子（しみず ほしこ、南風校区、再任） 
・平野 武虎（ひらの たけとら、加布里校区、新任） 
・姫野 秀 （ひめの よしひで、福吉校区、再任） 

 
●専決処分議案（１件） 

【財政課】 

議案第６０号 専決処分について（平成３０年度糸島市一般会計補正予算（第３号）） 

 ※ 平成３０年７月豪雨による災害に伴う予算の補正に急を要したため、専決処分をしたので、

これを報告し、承認を求めるもの。 
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●条例議案（７件） 

〔新規制定（１件）〕 

【会計課】 

議案第６１号 糸島市遅延損害金徴収条例について 

 ※ 私債権収入金に係る遅延損害金の徴収に関し必要な事項を定めるため、条例を制定するも

の。 

 

〔全部改正（１件）〕 

【生涯学習課】 

議案第６２号 糸島市体育施設条例について 

 ※ 地方自治法第２４４条の２第３項の規定により、糸島市体育施設の管理を指定管理者に行

わせるため、条例の全部を改正するもの。 

 

〔一部改正（５件）〕 

【農業委員会事務局】 

議案第６３号 糸島市証人等の実費弁償に関する条例の一部を改正する条例について 

 ※ 農業委員会等に関する法律の一部改正に伴い、条例を改正するもの。 

 

【建設課、業務課】 

議案第６４号 糸島市法定外公共物管理条例等の一部を改正する条例について 

 ※ 法定外公共物の占用料等に係る延滞金の徴収に関し必要な事項を定めるため、条例を改正

するもの。 

 

【都市計画課】 

議案第６５号 糸島市地区計画の区域内における建築物の制限に関する条例の一部を改正する条

例について 

 ※ 建築基準法の一部改正による地区計画の変更及び都市計画法に基づき決定された板持基の

本地区地区計画について、その内容を条例に反映させるため、条例を改正するもの。 

 

【施設管理課】 

議案第６６号 糸島市営住宅条例の一部を改正する条例について 

 ※ 市営住宅の家賃等に係る遅延損害金の徴収に関し必要な事項を定めるため、条例を改正す

るもの。 

 

【水道課】 

議案第６７号 糸島市水道事業及び下水道事業の設置等に関する条例の一部を改正する条例につ

いて 

 ※ 住居表示の実施に伴い、条例を改正するもの。 
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●その他の議案（６件） 

【消防本部警防課】 

議案第６８号 財産の取得について 

 ※ 消防ポンプ自動車１台を購入するため、物品購入契約を締結するに当たり、議会の議決を

求めるもの。 

   契約金額  ４，１５７万６，０９８円 

   契約の相手方  株式会社消防防災 福岡支店 

 

 

【消防本部警防課】 

議案第６９号 財産の取得について 

 ※ 高規格救急自動車１台を購入するため、物品購入契約を締結するに当たり、議会の議決を

求めるもの。 

   契約金額  ３,７４２万８，３６６円 

   契約の相手方  福岡トヨタ自動車株式会社 特販部 

  

 

【消防本部警防課】 

議案第７０号 財産の取得について 

 ※ 消防団消防ポンプ自動車１台を購入するため、物品購入契約を締結するに当たり、議会の

議決を求めるもの。 

   契約金額  ２,１５７万５，４０３円 

   契約の相手方  ジーエム市原工業株式会社  

 

【建設課】 

議案第７１号 橋梁架替工事による建物等の被害に係る損害賠償及び和解について 

※ 橋梁架替工事による建物等の被害の損害を賠償するに当たり、その額及び和解について、

議会の議決を求めるもの。 

損害賠償額 １１５万３，０４１円 

 

【建設課】 

議案第７２号 市道路線の廃止について 

※ 市道路線（９路線）を廃止するため、議会の議決を求めるもの。 

 

【建設課】 

議案第７３号 市道路線の認定について 

※ 市道路線（１６路線）を認定するため、議会の議決を求めるもの。 
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●平成３０年度補正予算（７件） 

【財政課】 

議案第７４号 平成３０年度糸島市一般会計補正予算（第４号） 

※ 今回の補正：18億2,804万円を追加し、予算総額365億6,050万2千円とする。 

【別途財政課作成資料あり】 

 

【国保年金課】 

議案第７５号 平成３０年度糸島市国民健康保険事業特別会計補正予算（第１号） 

※ 今回の補正：8億3万1千円を追加し、予算総額133億3,959万1千円とする。 

 

【介護・高齢者支援課】 

議案第７６号 平成３０年度糸島市介護保険事業特別会計補正予算（第１号） 

※ 今回の補正：5億991万円を追加し、予算総額88億6,791万円とする。 

 

【国保年金課】 

議案第７７号 平成３０年度糸島市後期高齢者医療特別会計補正予算（第１号） 

※ 今回の補正：1,226万8千円を追加し、予算総額13億3,235万円とする。 

 

【地域振興課】 

議案第７８号 平成３０年度糸島市渡船事業特別会計補正予算（第１号） 

※ 今回の補正：34万1千円を追加し、予算総額8,859万3千円とする。 

 

【業務課】 

議案第７９号 平成３０年度糸島市水道事業会計補正予算（第１号） 

※ 今回の補正：主要な建設改良事業の既決予定額の補正等 

 

【業務課】 

議案第８０号 平成３０年度糸島市下水道事業会計補正予算（第１号） 

※ 今回の補正：収益的支出の既決予定額の補正等 

 

 

●平成２９年度決算認定（１０件） 

 ※ 地方自治法第２３３条第３項の規定により、監査委員の意見を付けて議会の認定に付する

もの。＜８件＞ 

【財政課】 

議案第８１号 平成２９年度糸島市一般会計歳入歳出決算の認定について 

【人権・男女共同参画推進課】 

議案第８２号 平成２９年度糸島市住宅新築資金等貸付事業特別会計歳入歳出決算の認定について  

【国保年金課】 

議案第８３号 平成２９年度糸島市国民健康保険事業特別会計歳入歳出決算の認定について 

【介護・高齢者支援課】 

議案第８４号 平成２９年度糸島市介護保険事業特別会計歳入歳出決算の認定について 

【国保年金課】 

議案第８５号 平成２９年度糸島市後期高齢者医療特別会計歳入歳出決算の認定について 
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【地域振興課】 

議案第８６号 平成２９年度糸島市渡船事業特別会計歳入歳出決算の認定について 

【農林水産課】 

議案第８７号 平成２９年度糸島市二丈福吉財産区特別会計歳入歳出決算の認定について 

【農林水産課】 

議案第８８号 平成２９年度糸島市二丈一貴山財産区特別会計歳入歳出決算の認定について 

 

※ 地方公営企業法第３０条第４項の規定により、監査委員の意見を付けて議会の認定に付す

るもの。＜２件＞ 

【業務課】 

議案第８９号 平成２９年度糸島市水道事業会計決算の認定について 

【業務課】 

議案第９０号 平成２９年度糸島市下水道事業会計決算の認定について 

 

●報告（２０件） 

【財政課】 

報告第８号 平成２９年度糸島市継続費精算報告書について 

※  継続費に係る継続年度が終了したので、地方自治法施行令第１４５条第２項の規定により、

議会に報告するもの。 

  

【財政課】 

報告第９号 平成２９年度決算に基づく糸島市財政健全化判断比率及び資金不足比率について 

 ※ 平成２９年度決算に基づく糸島市財政健全化判断比率及び資金不足比率を算定したので、

地方公共団体の財政の健全化に関する法律第３条第１項及び同法第２２条第１項の規定によ

り、議会に報告するもの。 

 

【建設課】 

報告第１０号 議会の委任による専決処分について（市が管理する横断側溝による車両事故の損

害賠償及び和解） 

※ 市が管理する横断側溝による車両事故の損害賠償及び和解について、地方自治法第１８０

条第１項の規定により専決処分をしたので、議会に報告するもの。 
 [事件の概要]  

  市が設置し管理する横断側溝のグレーチングの隙間に、相手方が運転する自転車の車輪が落

ち込んだことにより、相手方の自転車の後輪が破損した。 

  損害賠償額 ８，４２４円 

 

【建設課】 

報告第１１号～第２７号 議会の委任による専決処分について（橋梁架替工事による建物等の被
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害に係る損害賠償及び和解） 

※ 橋梁架替工事による建物等の被害に係る損害賠償及び和解について、地方自治法第１８０

条第１項の規定により専決処分をしたので、議会に報告するもの。 
 [事件の概要]  
市が平成２７年１０月１日から平成３０年３月１５日までの期間に施工した久保田橋架替

工事において、旧橋橋台を取り壊す際等の振動及び工事関係大型車両の通行に起因する振動に

より、相手方が所有する建物等を損傷させたもの。 

 

 

 

 

 

 

 

 

◆問合せ先 

  総務部 総務課 （担当：平野） 

  ＴＥＬ  ３２３－１１１１（代表） 内線１２１０ 

       ３３２－２１００（直通） 



1 
 

 
                                
 
 
 

■一般会計補正予算（第３号） 

補 正 額      1億8,000万円の追加 

補正後予算総額  347億3,246万2千円 

 

今回の補正予算は、平成30年7月豪雨災害に係る災害復旧費等を追加計上しています。 

財源は、財政調整基金からの繰入れで対応しています。 

 

【歳出】                    

７款 商工費 

◆                                  854万円 

白糸の滝ふれあいの里の復旧に係る経費を計上します。主な内容は、仮設トイレ設置費、し

尿汲み取り料、誘導員配置委託費、駐車場柵修理費等です。       （商工観光課） 

 

９款 消防費 

◆                                  183万円 

避難所で使用した避難者用毛布を補てんするとともに、各校区公民館や消防団詰所にブルー

シートや土のう袋を配備します。 

また、豪雨時に出動した消防団員の費用弁償を計上します。  （危機管理課、消防総務課） 

 

１１款 災害復旧費 

◆                                   1億6,982万円 

豪雨により被災した農業用施設、林道、道路・橋りょう、河川等の復旧に係る経費を計上します。 

主な内容は、工事請負費や測量・設計委託費、作業用車・機械借上料、補修材料代等です。 

                           （農林水産課、商工観光課、建設課） 

平成３０年７月豪雨災害補正予算の概要 

記 者 会 見 資 料 
平成 30年 8月 27日 
総 務 部  財 政 課 

 
議案第 60号 専決処分 
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■一般会計補正予算（第４号） 

補 正 額     18億2,804万円の追加 

補正後予算総額  365億6,050万2千円 

 

今回の補正予算は、Ｈ30年７月豪雨災害復旧費や国・県補助金過年度収入返還金、

市税等収納向上対策に係る収納管理システム改修費、当初予算編成後に生じた事務事

業等にかかる予算を追加計上しています。 

財源は、繰越金や国・県からの補助金等の特定財源などで対応しています。 

 

【歳入】                       （  ）は、所管課 

◆Ｐ12 地方特例交付金                      343万円 

個人住民税における住宅借入金等特別税額控除の実施に伴う地方公共団体の減収を補塡

する交付金の額が、当初予算額（74,441千円）より増額で決定しました。   （財政課） 

◆Ｐ12 地方交付税                      ▲1,756万円 

普通地方交付税の交付額が決定したため減額します。補正後の交付額は、72億4,544万  

4千円になります。なお、平成30年度の合併算定替えの縮減率は70％です。  （財政課） 

◆Ｐ12、14 国・県支出金（災害復旧費）               4億721万円 

平成30年7月豪雨災害に係る災害復旧事業（農業用施設・林道・道路・橋りょう・河川）

に対する補助金を計上しています。             （農林水産課・建設課） 

 

◆Ｐ16 繰越金                          11億9,207万円 

平成29年度決算剰余金14億9,681万5千円から平成30年度へ繰り越すべき財源7,474万2千

円を除き、さらに当初予算で計上済みの2億3,000万円を除いた額を計上します。 

       （財政課） 

 

平成３０年度９月補正予算の概要 

記 者 会 計 資 料 
平成 30年 8月 27日 
総 務 部  財 政 課 
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【歳出】                    

２款 総務費 

◆Ｐ22 戸籍住民基本台帳管理事業（10/10国庫補助）          972万円 

女性活躍推進等に対応したマイナンバーカード等の記載事項の充実を図るため、住民票やマイナ

ンバーカードに旧姓を併記できるように、既存の住民基本台帳システムを改修します。（市民課） 

 

３款 民生費 

◆Ｐ28  保育士等キャリアアップ研修事業補助金（3/4県費補助）     95万円 

国が進める保育士等の処遇改善等加算Ⅱ（副主任保育士や専門リーダー等）の交付要件で 

ある研修を受講する際の代替職員の賃金に対して補助をします。 

なお、研修会は県主催で、市内から40名が参加予定です。        （子ども課） 

 

◆Ｐ30 放課後児童クラブ整備事業                 5,022万円 

児童数が増加している前原南小学校における放課後児童クラブの保育スペースを、学校教室

の整備と合わせて一体的に増設します（2階建て6教室の内2教室を児童クラブで使用）。また、

当該児童クラブの運営に必要な備品等を整備します。           （子ども課） 

 

６款 農林水産業費 

◆Ｐ32 鳥獣被害防止総合対策事業（県費補助）                 592万円 

県費補助を活用し、中山間地域において糸島市鳥獣被害防止対策協議会が設置する金網柵5,783

ｍ、電気柵4,000ｍ、整備面積9.9ｈａに対し交付金を交付します。       （農林水産課） 

◆Ｐ34 森林再生プロジェクト事業（10/10補助）               625万円 

国庫補助（県経由）を活用して、糸島産材の安定供給体制・流通体制・管理体制の構築を平成34

年度まで目指します。平成30年度は、「糸島山づくり協議会」や「糸島産材活用協議会」等を設立

し、森林所有者意向確認やガイドラインの策定を行います。          （農林水産課） 

 

１０款 教育費 

◆Ｐ38 小学校改修事業                      9,834万円 

土地区画整理事業等により児童数が急激に増加している前原南小学校において、放課後児童クラ

ブと一体的に校舎を整備するとともに、老朽化しているプール床の改修工事を行います。 

（教育総務課） 
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１１款 災害復旧費 

◆Ｐ42 災害復旧費（農林水産施設・公共土木施設）       4億9,107万円 

激甚災害の指定を受けた平成30年7月豪雨災害に係る農業用施設・林業施設・道路橋りょう・河

川災害等の復旧事業費を計上します。                 （農林水産課・建設課） 

 

 

【債務負担行為補正】                       

◆Ｐ6 小学校給食調理等業務委託（新規） 

平成30年度から平成33年度まで      限度額4,080万8千円 

怡土小学校の給食調理業務に係る委託費を確保します。           （学校教育課） 

【地方債補正】   

◆Ｐ7    追加 ３件     変更 ３件      

 

■特別会計補正予算                   （単位；千円） 

会計・補正 補正額 補正後額 主な内容（歳出） 

国保（1号） 800,031 13,339,591 

・基金積立金           400,555千円 

・療養給付費等負担金返還金    157,990千円 

・予備費             226,658千円 

介護（1号） 509,910 8,867,910 

・総務管理費            4,476千円 

・基金積立金           187,759千円 

・償還金及び還付加算金      317,225千円 

後期（1号） 12,268 1,332,350 
・総合行政システム改修費       312千円 

・広域連合納付金          11,956千円 

渡船（1号） 341 88,593 ・消費税及び地方消費税        341千円 

■公営企業会計補正予算 

◆重要給水施設配水管整備事業（1/4国庫補助）           1,370万円 

災害時等における医療救援活動に支障が生じないよう、笹山配水池から糸島医師会病院まで

の配水管の耐震化整備を行います。補助額の増額に伴い本年度の工事区間を見直し、事業費を

増額します。                               （水道課） 

≪問い合わせ先≫ 

総務部 財政課 大神 

電話 332-2102（直通） 

内線 1220 
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平成２９年度糸島市の決算見込みの概要 

１ 一般会計及び特別会計の収支状況       全８会計とも黒字決算  

                                               （単位：千円） 

区  分 一般会計 
住宅新築 

資金会計 
国保会計 介護会計 

後期高齢者

医療会計 
渡船会計 

二丈福吉 

財産区 

二丈一貴山 

財産区 

歳   入 36,335,017 28,552 15,554,061 8,477,119 1,290,222 57,130 651 4,464 

歳   出 34,838,202 25,631 14,752,949 8,051,603 1,255,107 57,129 231 3,437 

差   引 1,496,815 2,921 801,112 425,516 35,115 1 420 1,027 

翌年度へ繰り 

越すべき財源 
74,742               

実質収支額 1,422,073 2,921 801,112 425,516 35,115 1 420 1,027 

 

２ 主な会計の概要 

❏ 一般会計  歳入 ３６３．４億円（▲２８．４億円）  歳出 ３４８．４億円（▲２５．５億円） 

 昨年度に比べ、歳入は7.3％、歳出は6.8％の減。 

 H28年度は財政調整基金から新設した公共施設等総合管理推進基金へ35億円を積み換えており、

この分を除くと前年度に比べ、歳入は1.8％、歳出は2.8％の増。 

 実質収支は、前年度より1.2億円増加し、14.2億円の黒字。 

❏ 国民健康保険事業特別会計 

歳入 １５５．５億円（+２．２億円）    歳出 １４７．５億円（▲１．５億円） 

 歳出は前年度に比べ1.0％の減。実質収支は前年度より3.7億円増加し、8.0億円の黒字。 

 保険給付費は84.5億円で、前年度に比べ2.7％減。一般会計から3億円の法定外繰入れ。 

❏ 介護保険事業特別会計 

歳入 ８４．８億円（+３．８億円）     歳出 ８０．５億円（+１．９億円） 

 歳出は前年度に比べ2.4％の増。実質収支は、前年度より1.9億円増加し、4.3億円の黒字。 

 保険給付費は71.5億円で、前年度に比べ0.1％増。 

❏ 後期高齢者医療特別会計 

歳入 １２．９億円（+０．９億円）     歳出 １２．６億円（+０．９億円） 

 歳出は、前年度に比べ7.5％の増。実質収支は、0.4億円の黒字。 

 県後期高齢者医療広域連合への納付金は12.1億円で、前年度に比べ7.7％の増。 

 

記 者 会 見 資 料 

平成 30年 8月 27日 

 総 務 部  財 政 課 
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３ 普通会計決算の概要（普通会計 ＝ 一般会計 ＋ 住宅特会） 
 

（１）決算総額     歳入・歳出とも大幅減 

      歳入総額  363億6,357万円 （▲28億3,347万円、7.2％の減） 

歳出総額  348億6,383万円 （▲25億3,701万円、6.8％の減） 

      

  

 

 

 

 

 

 

（２）歳 入  地方税は1.3％増、徴収率は99.6％を維持  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

◇増減の要因 

【歳入】寄附金（+1億9,911万円）、繰越金（+1億9,380万円）、地方税（+1億2,084万円） 

    国庫支出金（+8,682万円）、繰入金（▲30億5,465万円）、地方交付税（▲2億6,847万円）、 

県支出金（▲2億3,825万円）、市債（▲4,277万円） 

【歳出】教育費（+11億6,228万円）、土木費（+5億8,734万円）、民生費（+7,664万円） 

    総務費（▲28億1,922万円）、消防費（▲8億3,059万円）、 

農林水産業費（▲3億0,693万円）、衛生費（▲3億0,505万円） 

歳入は、前年度に35億円の基金積替えを行ったため前年度比28億3,347万円、7.2％の大幅減と

なりましたが、景気回復等により地方税や各種交付金等が増加しました。 

（１）地方税 

地方税は、94億2,760万円で前年度比1億2,084万円、1.3％の増で、主な増収要因は、固定資

産税（家屋）や個人市民税（所得割）、法人市民税（法人税割）の増等です。 

現年度分の徴収率は、99.6％と前年度に引き続き高い徴収率を維持しています。 

（２）地方交付税 

合併算定替えの特例が段階的に縮減されており、平成 29年度の縮減率は 50％で、交付額は  

81億3,496万円で前年度比2億6,847万円、3.2％の減となっています。 

（３）各種交付金 

景気の回復等に伴い、株式等譲渡所得割交付金（130.9％）や利子割交付金（82.9％）、配当割

交付金（44.9％）、自動車取得税交付金（37.0％）等各種交付金が大幅に増額となっています。 

（４）地方債 

地方債の発行額は27億832万円で、前年度より4,277万円、1.6％の減となっています。その

内、臨時財政対策債は10億8,842万円で、前年度より6,963万円、6.8%増加しました。臨時財政

対策債を除く地方債発行額は16億1,990万円で前年度比6.5％の減となっています。 

（５）その他 

  寄附金3億8,319万円のうち、ふるさと応援寄附金は3億7,621万円で前年度より1億9,926

万円、112.6％の増となっています。 
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＜歳入の状況＞                                    （単位：千円、％） 

区    分 

平成２８年度 平成２９年度 

決 算 額 構成比 決 算 額 構成比 
対前年度 

増減率 

○ 地方税   9,306,767 23.7 9,427,604 25.9 1.3 

  地方譲与税   343,471 0.9 341,460 0.9 △ 0.6 

  利子割交付金   9,685 0.0 17,710    0.1 82.9 

  配当割交付金   31,620 0.1 45,820 0.1 44.9 

  株式等譲渡所得割交付金  20,992 0.1 48,474 0.1 130.9 

  地方消費税交付金 1,505,588 3.8 1,523,632 4.2 1.2 

  ゴルフ場利用税交付金 83,661 0.2 85,496 0.2 2.2 

  自動車取得税交付金 91,427 0.2 125,278 0.4 37.0 

  地方特例交付金   55,025 0.1 64,008 0.2 16.3 

  地方交付税   8,403,433 21.4 8,134,961 22.4 △ 3.2 

  交通安全対策特別交付金 18,876 0.1 18,071 0.1 △ 4.3 

○ 分担金及び負担金 522,485 1.3 550,880 1.5 5.4 

○ 使用料   221,757 0.6 193,685 0.5 △ 12.7 

○ 手数料   284,316 0.7 291,630 0.8 2.6 

  国庫支出金   6,211,641 15.9 6,298,462 17.3 1.4 

  県支出金   3,268,855 8.3 3,030,605 8.3 △ 7.3 

○ 財産収入   41,173 0.1 173,144 0.5 320.5 

○ 寄附金   184,078 0.5 383,190 1.1 108.2 

○ 繰入金   3,711,567 9.5 656,914 1.8 △ 82.3 

○ 繰越金   1,602,401 4.1 1,796,196 4.9 12.1 

○ 諸収入   527,123 1.3 448,029 1.2 △ 15.0 

  地方債   2,751,094 7.0 2,708,321 7.5 △ 1.6 

    うち臨時財政対策債  1,018,794 2.6 1,088,421 3.0 6.8 

  合計   39,197,035 100.0 36,363,570 100.0 △ 7.2 

○ 自主財源   16,401,667 41.8 13,921,272 38.3 △ 15.1 

  依存財源   22,795,368 58.2 22,442,298 61.7 △ 1.5 

 

❏ 自主財源比率の状況                           （単位：％） 

 H２５年度 H２６年度 H２７年度 H２８年度 Ｈ２９年度 

糸 島 市 ３４．８ ３４．８ ３４．２ ４１．８ ３８．３ 

県内２６市平均 ３７．８ ３８．７ ３６．２ ３９．０     － 

＊県内26市；政令市を除く 
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（３）歳 出  目的別では教育費が44.3％増、性質別では扶助費が3.9％増  
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 
 
 

 

 

 

＜歳出の状況；目的別＞                                 （単位：千円、％） 

区    分 

平成２８年度 平成２９年度 

決算額 構成比 決算額 構成比 
対前年度 
増減率 

 議会費  267,852 0.7 260,250 0.7 △ 2.8 

 総務費  7,231,478 19.3 4,412,255 12.7 △39.0 

 民生費  14,920,921 39.9 14,997,561 43.0 0.5 

 衛生費  3,003,997 8.0 2,698,948 7.7 △ 10.2 

 労働費  34,753 0.1 23,776 0.1 △ 31.6 

 農林水産業費  1,590,728 4.3 1,283,802 3.7 △ 19.3 

 商工費  261,467 0.7 242,122 0.7 △ 7.4 

 土木費  2,550,513 6.8 3,137,851 9.0 23.0 

 消防費  2,013,911 5.4 1,183,325 3.4 △ 41.2 

 教育費  2,621,376 7.0 3,783,651 10.9 44.3 

 災害復旧費  29,192 0.1 16,577 0.0 △ 43.2 

 公債費  2,861,206 7.7 2,822,600 8.1 △ 1.3 

 諸支出金  13,445 0.0 1,115 0.0 △91.7 

 合計  37,400,839 100.0 34,863,833 100.0 △ 6.8 

歳出総額は、348億6,383万円で前年度比25億3,701万円、6.8％の減となっています。 

目的別では、教育費が 11億 6,228万円（44.3％）〈普通教室空調設備整備事業、加布里小学校大

規模改造事業等〉、土木費が 5億 8,734万円（23.0％）〈筑前深江駅周辺整備事業、浦志南北交通広

場整備事業等〉の増で、一方、総務費が 28億 1,922万円（39.0％）〈公共施設等総合管理推進基金

費等〉、消防費が8億3,059万円（41.2％）、農林水産業費が3億0,693万円（19.3％）の減となっ

ています。 

性質別では、 

（１）義務的経費；176億5,563万円で前年度比3億1,744万円、1.8％の増 

扶助費は 3億 6,423万円（3.9％）増の 97億 1,677万円で、人件費は 819万円（0.2％）減で  

51億1,625万円、公債費は3,861万円（1.3％）減で28億2,260万円となりました。 

（２）投資的経費；41億9,664万円で前年度比1億1,781万円、2.7％の減 

投資的経費は、小中学校普通教室空調設備や駅関連施設の整備を行いましたが、前年度で防災

行政無線デジタル方式移行事業（7.7憶円）などが終了し、全体では減となりました。 

（３）その他の経費；130億1,156万円で前年度比27億3,664万円、17.4％の減 

物件費や後期高齢者医療等への繰出金等が増となりましたが、前年度の基金積替え（35億円）

の影響が大きく大幅減となっています。 

 



5 
 

＜歳出の状況；性質別＞                                 （単位：千円、％） 

区    分 

平成２８年度 平成２９年度 

決算額 構成比 決算額 構成比 
対前年度 
増減率 

1. 人件費   5,124,446 13.7 5,116,254 14.7 △ 0.2 

    うち職員給   3,149,396 8.4 3,111,790 8.9 △ 1.2 

2. 扶助費   9,352,538 25.0 9,716,772 27.9 3.9 

3. 公債費   2,861,206 7.7 2,822,600 8.1 △ 1.3 

内 元利償還金   2,861,206 7.7 2,822,600 8.1 △ 1.3 

訳 一時借入金利子     0.0   0.0 0.0 

1～３義務的経費小計   17,338,190 46.4 17,655,626 50.7 1.8 

4. 物件費   4,524,996 12.1 4,631,677 13.3 2.4 

5. 維持補修費   186,752 0.5 178,343 0.5 △ 4.5 

6. 補助費等   2,703,874 7.2 2,571,013 7.4 △ 4.9 

    うち一部事務組合負担金 6,067 0.0 6,069 0.0 0.0 

7. 積立金   4,243,083 11.3 1,425,667 4.1 △ 66.4 

8. 投資及び出資金・貸付金 96,432 0.3 126,063 0.3 30.7 

9. 繰出金   3,993,061 10.7 4,078,800 11.7 2.1 

10. 前年度繰上充当金             

4～10小計   15,748,198 42.1 13,011,563 37.3 △ 17.4 

11. 投資的経費   4,314,451 11.5 4,196,644 12.0 △ 2.7 

内
訳 

   うち人件費   88,283 0.2 95,096 0.3 7.7 

普通建設事業費   4,285,259 11.4 4,180,067 12.0 △ 2.5 

  うち単独事業費   2,137,251 5.7 1,543,470 4.4 △ 27.8 

災害復旧事業費   29,192 0.1 16,577 0.0 △ 43.2 

失業対策事業費             

  歳出合計   37,400,839 100.0 34,863,833 100.0 △ 6.8 

    うち人件費   5,212,729 13.9 5,211,350 15.0 0.0 

 
 

❏ 義務的経費の状況                            （単位：％） 

 H25年度 H26年度 H27年度 H28年度 H29年度 

糸 島 市 ５５．２ ５３．２ ５０．８ ４６．４ ５０．７ 

県内市町村平均 ４７．１ ４７．３ ４６．５ ４８．０ － 

＊県内市町村は政令市を除く 
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（４） 積立金現在高  財政調整基金及び公共施設等総合管理推進基金ともに増額  

 

 

 

 

 

 

❏ 積立金現在高の状況                            （単位：億円） 

 H25年度 H26年度 H27年度 H28年度 H29年度 

糸島市（普通会計） ６７．８ ７６．６ ８５．６ ９１．１ ９８．８ 

うち財政調整基金 ６４．４ ７３．２ ８０．８ ５０．１ ５３．１ 

県内２６市平均 １０１．５ １０２．１ １０５．２ １０６．８ － 

うち財政調整基金 ４１．１ ４３．７ ４４．７ ４３．９ － 

 

（５） 地方債現在高  普通会計の地方債残高は微増、全会計の残高は減少  

 

 
 
 
 
 
 
 
❏ 地方債現在高の状況                            （単位：億円） 

＊全会計；一般会計＋特別会計＋企業会計 

 

 

 

 

 

 

 H25年度 H26年度 H27年度 H28年度 H29年度 

糸島市 
全会計   ５２１．３ ５１１．３ ５０９．７ ５０４．６ ４９９．５ 

普通会計 ２９９．０ ２９３．６ ２９５．２ ２９６．８ ２９８．０ 

県内２６市平均 

普通会計 
２７４．３ ２７８．３ ２８７．４ ２８７．７ － 

（１）普通会計の基金現在高総額（定額運用基金を含む）は、98億8,040万円で前年度から7億6,895

万円増加しました。 

（２）公共施設やインフラ施設等の整備資金の確保を目的とした公共施設等総合管理推進基金は、

36億8,203万円で前年度から1億8,203万円増加しました。 

（３）財政調整基金は、前年度比2億9,428万円増の53億0,839万円となりました。 

（１）普通会計の地方債現在高は298億0,139万円で、前年度末に比べ1億1,869万円増加しまし

た。その内、臨時財政対策債現在高は151億4,827万円で、普通会計地方債現在高の50.8％を

占めています。 

（２）全会計の残高は499億4,895万円で前年度より5億1,359万円減少しています。 
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４ 主な財政指標   実質公債費比率と将来負担比率は、７年連続改善  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

❏ 経常収支比率 （普通会計） １.６ポイント硬直化  
 

 H25年度 H26年度 H27年度 H28年度 H29年度 

糸 島 市 （％） ８７．４ ８５．８ ８４．４ ８６．０ ８７．６ 

県内26市平均 ８９．７ ９１．７ ９０．３ ９２．７ － 

＊県内26市；政令市を除く 

 ❏ 実質公債費比率 (一般＋特会＋企業会＋水道企業団)  0.7ポイント改善 （7年連続改善） 
 

 H25年度 H26年度 H27年度 H28年度 H29年度 

糸 島 市 （％） １４．８ １２．１ ９．１ ６．２ ５．５ 

県内26市平均 ８．９ ７．８ ７．１ ６．６ － 

＊早期健全化基準（イエローライン）25.0％、財政再生基準（レッドライン）35.0％ 

❏ 将来負担比率(一般＋特会＋企業会＋水道企＋土地開発公) 3.6ポイント改善（7年連続改善） 
 

 H25年度 H26年度 H27年度 H28年度 H29年度 

糸 島 市 （％） ５９．５ ４２．８ ３０．２ １７．３ １３．７ 

県内26市平均 ３０．８ ２８．０ ２３．２ ２１．４ － 

＊早期健全化基準（イエローライン）350.0％ 

５ H２９年度に実施した主な事業 

（１）ソフト事業 

 〇障害児放課後等ディサービス事業 〇ママライタースタートアップ事業 〇福吉地域元気づ

くり事業 〇水産物ブランド化推進事業 〇ＤＭＯ設立支援事業 〇移住促進豊かさ実感バス

ツアー事業 〇ヤングシニア生きいきプロジェクト事業 〇経済対策臨時福祉給付金給付事業 

〇高齢者運転免許証自主返納支援事業 ○学力向上地域協働事業 

（２）ハード事業 

 〇ＪＲ荻浦踏切歩道設置事業 〇二丈コミュニティプラザ整備事業 〇高規格救急自動車整備

事業 〇小中学校普通教室空調設備整備事業 〇桜野小学校屋内運動場改修事業 〇公民館照

明機器改修事業 〇新駅駅舎等整備事業 〇火葬場照明機器改修事業 

財政構造の硬直度を示す経常収支比率は、物件費や繰出金等の増額により 87.6％と 2年連続で 

上昇し、財政の硬直化が進んでいます。 

収入に対する債務返済の割合を示す実質公債費比率は、市債の元利償還額が減少したことなどか

ら5.5％と前年度より0.7ポイント改善しています。 

また、収入に対する将来にわたって負担すべき債務等の割合を示す将来負担比率も、公営企業債

等繰入見込額の減少等により13.7％と前年度より3.6ポイントと改善し、実質公債費率及び将来負

担比率とも合併後７年連続で改善し、地方公共団体の財政の健全化に関する法律で定める基準内の

数値となっています。 



 
 

 

 

 

【 目 的 】 

「分かりやすく、利用しやすい公共交通ネットワーク」を形成するため、運行事業者と協

議を行い、１０月からバスのダイヤ・路線の見直しを行います。 

 

【 ダイヤ改正路線名 】 

白糸線、前原今宿線、九大線、野北線 

 

【 ダイヤ改正のポイント 】 

①白糸線（平日）下り伊都文化会館発の時刻を10時05分から10時20分に変更します。 

 ・白糸校区バス利用促進協議会でのバス利用者のご意見を踏まえた改正。 

②前原今宿線（平日）前原駅発７時30分の便を、現在の周船寺駅止まりから今宿駅まで

延伸します。その他の便も時刻表を改正します。 

 ・通勤利用の利便性向上のための改正。 

③前原今宿線（土日祝日）便数を９往復から８往復に変更し、時刻表を改正します。 

 ・土日祝日の国道２０２号線の慢性的な道路渋滞の状況を踏まえた改正。 

④九大線の時刻表を全体的に改正します。 

 ・九州大学伊都キャンパスへの統合移転完了に伴う一部路線変更にかかる改正。 

 

【 運行する車両の変更について 】 

 ●九大線 

   マイクロバス車両（最大３７人乗り）から中型車両（最大５５人乗り）の車両に変更。 

   ※九大統合移転完了に対応する輸送力確保のため。 

 ●芥屋線、船越線、野北線 

   中型車両（最大５５人乗り）からマイクロバス車両（最大３７人乗り）に変更 

  ※車両の構造上、交通系ICカード（ニモカカード等）が使用できなくなります。 
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企画部地域振興課 

平成３０年１０月バスダイヤ改正及びバス路線の

一部変更について 



 

【 九大線のルート変更について 】 

九州大学の統合移転完了に伴い、九大南ゲートから九州大学に入り、文系地区があるイー

ストゾーン（東ゲートバス停）を終点とするルートに変更します。 

また、運行車両が大きくなることから波多江駅前、周船寺駅前へのバス乗り入れができな

くなります。したがって、現在周船寺駅始発の「九大線高田経由」は周船寺小学校前バス停

始発となります。また、前原駅北口発の「九大線波多江経由」は波多江駅前バス停には入ら

ず、産の宮バス停、産の宮北バス停の順に通過します。 

 ※別添「九大線ルート図」参照 

 

【 野北線の路線延伸について 】 

現在、前原バス停から谷バス停まで運行している「野北線」を延伸し、終点を現在の谷バ

ス停から九州大学北門付近の昭和自動車㈱の新営業所「伊都営業所」のバス停まで延伸しま

す。伊都営業所バス停でＪＲ九大学研都市行きのバスに乗り換えることができます。 

 ※別添「野北線ルート図」参照 

 

【 周知方法 】 

 ・関係校区区長会での説明 

 ・広報いとしま８月１５日号に掲載 

 ・市ホームページへの掲載 

 ・バス停及びバス車内への掲示 

 

 

 【問い合わせ先】 
企画部 地域振興課 公共交通係 担当：木浦、木村 
TEL：323-1111（内線 1326） 
   332-2062（直通） 





 
 
 
 
 
 小中学生が授業で学ぶ「いとしま学」をテーマに、身近な歴史、科学、宇宙に

対する素直な興味を呼び起こすことを目的としたイベントを開催します。 

多数の団体や企業の参画・協力による市民協働と産学官連携により、それぞ

れの魅力を活かした体験ブースが並びます。「さわれる」をコンセプトにすえ、

普段は触る機会のないものにも触ることができたり、間近で見ることができた

りします。 

是非、親子で参加していろんな疑問を持って帰っていただきたいと考えてい

ます。 

 

 

日 時   平成30年9月17日（月・祝） 9:00～17:00 

場 所   交流プラザ二丈館（糸島市二丈深江1360） 

参加費   無料 

申し込み  参加申し込み不要。ただし当日に整理券を配布するブース有り。 

主 催   糸島地域広域連携プロジェクト推進会議 

主 管   糸島市教育委員会 

内容、参画団体  別添チラシを参照 

 

 

【問い合わせ先】 
糸島市役所生涯学習課 
社会教育係 担当 八尋・深川 
092-323-1111（代表）内線 2132 
092-332-2092（直通） 

～いとしま学とは～ 

糸島市と福岡県で構成する糸島地域広域連携プロジェクト推進会議では、 

糸島の歴史や自然、未来の姿などについて学びながら、子どもたちの 

郷土への誇りや愛着を育む「いとしま学プロジェクト」に取り組んでいます。 

糸島市内の小中学校ではテキスト「いとしま学」を活用した学習を行い、 

糸島の魅力を知り、新たな興味を引き出し、自ら調べて学習を深める力を 

養っています。 
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